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１　予算総括

（１）予算編成方針

（２）各会計別予算額
（単位：千円、％）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 減 額 増 減 率

21,640,000 19,500,000 2,140,000 11.0

5,478,000 5,675,000 △ 197,000 △ 3.5

795,000 746,000 49,000 6.6

5,641,000 5,496,000 145,000 2.6

11,914,000 11,917,000 △ 3,000 0.0

33,554,000 31,417,000 2,137,000 6.8

　令和６年度の予算は、富津市中期財政計画【経営改革５か年計画】に基づき、将来にわたる持続可

能な行政経営を念頭に、市民ニーズや社会経済情勢を的確に捉え、「誇りと愛着を持てるまち ふっ

つ」の実現に向けた事業を推進する編成方針とした。

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

      小          計

合 計
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（３）継続費 [一般会計]
（単位：千円）

項 総 額 年 度 年 割 額

（４）債務負担行為 [一般会計]
（単位：千円）

款 事 業 名

10　教育費

2　小学校費
青堀小学校校舎改築事業
（基本・実施設計業務委託）

227,128

令和６年度 60,258

令和７年度 166,870

令和７年度 839,709

3　中学校費
大佐和中学校屋内運動場改築事業
（屋内運動場改築工事）

883,006

令和６年度 43,297

戸籍情報システム及び戸籍附票システム標準
化改修業務委託料

スクールバス運行事業

社会科副読本動画制作委託料

小学校照明ＬＥＤ化事業

中学校照明ＬＥＤ化事業

学校給食共同調理場調理等業務委託料

令和７年度から令和１６年度まで 54,575

令和７年度から令和１０年度まで 353,859

令和７年度 10,054

令和７年度から令和１１年度まで 646,190

令和７年度 1,598

事 項 期 間 限 度 額

令和７年度から令和１６年度まで 59,602



（５）地方債 [一般会計]

（単位：千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

16,500

82,400

16,600

26,200

47,000

251,800

1,500

17,200

90,800

1,841,800

8,300

11,200

76,000

2,487,300

起 債 の 目 的

保育所施設整備事業
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公共
団体金融機構資
金について
、利率の見直し
を行った後にお
いては、当該見
直し後の利率）

政府資金について
は、その融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者との協定に
よる。ただし、市
財政の都合により
据置期間及び償還
期限を短縮し、又
は繰上償還若しく
は低利に借換えす
ることができる。

広域火葬場整備事業

上水道事業

農業用施設整備事業

公民館整備事業

保健体育施設整備事業

臨時財政対策

合　　　　　　計

漁港整備事業

道路橋梁新設改良事業

港湾整備事業

公園整備事業

消防施設整備事業

学校教育施設整備事業
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２　一般会計予算前年度比較表
　（１）歳入　款項別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 市税 8,493,964 39.3 8,658,889 44.4 △ 164,925 △ 1.9

1 市民税 2,474,659 11.4 2,501,744 12.8 △ 27,085 △ 1.1

2 固定資産税 5,509,427 25.5 5,658,249 29.0 △ 148,822 △ 2.6

3 軽自動車税 171,509 0.8 168,141 0.9 3,368 2.0

4 市たばこ税 336,422 1.6 328,897 1.7 7,525 2.3

5 入湯税 1,947 0.0 1,858 0.0 89 4.8

2 地方譲与税 254,847 1.2 246,727 1.3 8,120 3.3

1 地方揮発油譲与税 38,000 0.2 38,000 0.2 0 0.0

2 自動車重量譲与税 114,000 0.5 109,000 0.6 5,000 4.6

3 森林環境譲与税 16,847 0.1 13,727 0.1 3,120 22.7

4 特別とん譲与税 86,000 0.4 86,000 0.4 0 0.0

3 利子割交付金 1 利子割交付金 2,400 0.0 2,200 0.0 200 9.1

4 配当割交付金 1 配当割交付金 34,000 0.2 35,000 0.2 △ 1,000 △ 2.9

5 株式等譲渡所得割交付金 1 株式等譲渡所得割交付金 28,000 0.1 29,000 0.1 △ 1,000 △ 3.4

6 法人事業税交付金 1 法人事業税交付金 105,000 0.5 98,000 0.5 7,000 7.1

7 地方消費税交付金 1 地方消費税交付金 1,003,000 4.6 1,178,000 6.0 △ 175,000 △ 14.9

8 ゴルフ場利用税交付金 1 ゴルフ場利用税交付金 65,000 0.3 69,000 0.4 △ 4,000 △ 5.8

9 自動車取得税交付金 1 自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 環境性能割交付金 1 環境性能割交付金 26,000 0.1 26,000 0.1 0 0.0

11 地方特例交付金 31,523 0.1 35,761 0.2 △ 4,238 △ 11.9

1 地方特例交付金 31,000 0.1 35,000 0.2 △ 4,000 △ 11.4

2
新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補填特別交付金

523 0.0 761 0.0 △ 238 △ 31.3

12 地方交付税 2,070,000 9.6 1,610,000 8.3 460,000 28.6

1 地方交付税（普通交付税） 1,860,000 8.6 1,430,000 7.4 430,000 30.1

1 地方交付税（特別交付税） 210,000 1.0 180,000 0.9 30,000 16.7

13 交通安全対策特別交付金 1 交通安全対策特別交付金 4,500 0.0 4,500 0.0 0 0.0

比　　　　　較令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
款 項



当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

比　　　　　較令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
款 項

14 分担金及び負担金 148,637 0.7 210,015 1.1 △ 61,378 △ 29.2

1 分担金 39,486 0.2 27,415 0.2 12,071 44.0

2 負担金 109,151 0.5 182,600 0.9 △ 73,449 △ 40.2

15 使用料及び手数料 243,943 1.1 250,813 1.3 △ 6,870 △ 2.7

1 使用料 46,288 0.2 45,408 0.2 880 1.9

2 手数料 197,655 0.9 205,405 1.1 △ 7,750 △ 3.8

16 国庫支出金 3,143,337 14.5 2,433,927 12.5 709,410 29.1

1 国庫負担金 2,135,566 9.9 2,034,584 10.4 100,982 5.0

2 国庫補助金 996,073 4.6 388,468 2.0 607,605 156.4

3 委託金 11,698 0.0 10,875 0.1 823 7.6

17 県支出金 1,584,006 7.3 1,448,162 7.4 135,844 9.4

1 県負担金 909,847 4.2 904,315 4.6 5,532 0.6

2 県補助金 566,752 2.6 452,769 2.3 113,983 25.2

3 委託金 107,407 0.5 91,078 0.5 16,329 17.9

18 財産収入 46,018 0.2 58,521 0.3 △ 12,503 △ 21.4

1 財産運用収入 46,015 0.2 41,752 0.2 4,263 10.2

2 財産売払収入 3 0.0 16,769 0.1 △ 16,766 △ 100.0

19 寄附金 1 寄附金 351,013 1.6 501,013 2.6 △ 150,000 △ 29.9

20 繰入金 1 基金繰入金 1,027,263 4.8 601,425 3.1 425,838 70.8

21 繰越金 1 繰越金 100,000 0.5 100,000 0.5 0 0.0

22 諸収入 390,248 1.8 377,046 1.9 13,202 3.5

1 延滞金加算金及び過料 20,002 0.1 20,002 0.1 0 0.0

2 預金利子 1 0.0 1 0.0 0 0.0

3 貸付金元利収入 70,736 0.3 71,096 0.4 △ 360 △ 0.5

4 受託事業収入 62,194 0.3 58,900 0.3 3,294 5.6

5 雑入 237,315 1.1 227,047 1.1 10,268 4.5

23 市債 1 市債 2,487,300 11.5 1,526,000 7.8 961,300 63.0

21,640,000 100.0 19,500,000 100.0 2,140,000 11.0

うち特定財源　　　 8,503,351 39.3 6,326,975 32.4 2,176,376 34.4

うち一般財源　　　 13,136,649 60.7 13,173,025 67.6 △ 36,376 △ 0.3

合 計
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　（２）歳出　款項別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 議会費 1 議会費 200,296 0.9 194,266 1.0 6,030 3.1

2 総務費 2,650,713 12.3 2,725,167 14.0 △ 74,454 △ 2.7

1 総務管理費 2,008,445 9.3 2,106,182 10.8 △ 97,737 △ 4.6

2 徴税費 311,422 1.4 340,527 1.7 △ 29,105 △ 8.5

3 戸籍住民基本台帳費 147,843 0.7 185,584 1.0 △ 37,741 △ 20.3

4 選挙費 152,723 0.7 61,480 0.3 91,243 148.4

5 統計調査費 13,567 0.1 14,756 0.1 △ 1,189 △ 8.1

6 監査委員費 16,713 0.1 16,638 0.1 75 0.5

3 民生費 7,436,771 34.4 7,122,296 36.5 314,475 4.4

1 社会福祉費 4,396,587 20.3 4,315,375 22.1 81,212 1.9

2 児童福祉費 2,233,114 10.3 2,030,363 10.4 202,751 10.0

3 生活保護費 806,566 3.8 775,952 4.0 30,614 3.9

4 災害救助費 504 0.0 606 0.0 △ 102 △ 16.8

4 衛生費 2,475,133 11.4 2,691,781 13.8 △ 216,648 △ 8.0

1 保健衛生費 969,254 4.5 1,173,237 6.0 △ 203,983 △ 17.4

2 清掃費 1,488,538 6.8 1,181,203 6.1 307,335 26.0

3 上水道費 17,341 0.1 337,341 1.7 △ 320,000 △ 94.9

5 労働費 1 労働諸費 742 0.0 743 0.0 △ 1 △ 0.1

6 農林水産業費 772,113 3.6 673,545 3.4 98,568 14.6

1 農業費 422,443 1.9 421,943 2.2 500 0.1

2 林業費 55,263 0.3 65,773 0.3 △ 10,510 △ 16.0

3 水産業費 294,407 1.4 185,829 0.9 108,578 58.4

比　　　　　較令 和 ５ 年 度
款 項

令 和 ６ 年 度



当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

比　　　　　較令 和 ５ 年 度
款 項

令 和 ６ 年 度

7 商工費 1 商工費 198,368 0.9 204,981 1.1 △ 6,613 △ 3.2

8 土木費 1,173,844 5.4 1,152,155 5.9 21,689 1.9

1 土木管理費 122,034 0.6 117,851 0.6 4,183 3.5

2 道路橋梁費 591,763 2.7 592,688 3.0 △ 925 △ 0.2

3 河川費 2,733 0.0 2,714 0.0 19 0.7

4 港湾費 7,778 0.0 11,971 0.1 △ 4,193 △ 35.0

5 都市計画費 418,852 1.9 383,960 2.0 34,892 9.1

6 住宅費 30,684 0.2 42,971 0.2 △ 12,287 △ 28.6

9 消防費 1 消防費 993,169 4.6 992,156 5.1 1,013 0.1

10 教育費 4,111,815 19.0 2,071,010 10.6 2,040,805 98.5

1 教育総務費 425,542 2.0 372,297 1.9 53,245 14.3

2 小学校費 369,219 1.7 268,053 1.4 101,166 37.7

3 中学校費 264,663 1.2 143,641 0.7 121,022 84.3

4 社会教育費 452,744 2.1 396,123 2.0 56,621 14.3

5 保健体育費 2,599,647 12.0 890,896 4.6 1,708,751 191.8

11 災害復旧費 2,302 0.0 2,302 0.0 0 0.0

1 農林水産業施設災害復旧費 300 0.0 300 0.0 0 0.0

2 公共土木施設災害復旧費 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

3 文教施設災害復旧費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

4 その他公共施設等災害復旧費 1 0.0 1 0.0 0 0.0

12 公債費 1 公債費 1,574,734 7.3 1,619,598 8.3 △ 44,864 △ 2.8

13 予備費 1 予備費 50,000 0.2 50,000 0.3 0 0.0

21,640,000 100.0 19,500,000 100.0 2,140,000 11.0合 計
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　（３）歳出　性質別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

1 人件費 4,377,534 20.2 4,221,285 21.6 156,249 3.7

2 物件費 3,887,688 18.0 3,796,506 19.5 91,182 2.4

3 維持補修費 201,760 0.9 222,974 1.1 △ 21,214 △ 9.5

4 扶助費 4,131,837 19.1 3,916,392 20.1 215,445 5.5

5 補助費等 1,451,566 6.7 1,536,452 7.9 △ 84,886 △ 5.5

6 普通建設事業費 3,582,409 16.6 1,405,003 7.2 2,177,406 155.0

7 災害復旧事業費 2,302 0.0 2,302 0.0 0 0.0

8 公債費 1,574,734 7.3 1,619,598 8.3 △ 44,864 △ 2.8

9 積立金 144,404 0.7 157,219 0.8 △ 12,815 △ 8.2

10 投資及び出資金 98,800 0.5 418,508 2.1 △ 319,708 △ 76.4

11 貸付金 72,400 0.3 71,440 0.4 960 1.3

12 繰出金 2,064,566 9.5 2,082,321 10.7 △ 17,755 △ 0.9

13 予備費 50,000 0.2 50,000 0.3 0 0.0

21,640,000 100.0 19,500,000 100.0 2,140,000 11.0合 計

比　　　　　較令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度
区 分



３　一般会計の主な事業概要

　※ 区分欄の「新」は新規事業、「拡」は拡充事業
（単位：千円）

1 土木費 危険ブロック塀等除却事業補助金 新 1,000
地震発生時などにおけるブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、避難
路に面しているブロック塀等（高さ１.２ｍ超）の除却に要する経費を補助

2 消防費 市防災訓練関係費 新 2,233

地域防災力や防災意識の向上を図るため、令和６年５月に市総合防災訓
練を実施
・午前 自治会役員や自主防災組織による避難所開設訓練を実施
・午後 イオンモール富津で防災フェスタを実施

3
第３子以降の保育料の完全無料化
【市独自】
（保護者負担の軽減による歳入の減額）

多子世帯の経済的負担を軽減するため、国庫補助対象外となる第３子以降
の保育料・給食費について、市独自で無償化を実施
・対象施設  市立保育所、私立保育園、認定こども園
・対象人数等
  保育料  39人 17,328千円
  給食費  73人   4,117千円  合計 112人 21,445千円

4
第３子以降の給食費の無償化
【市独自】
（保護者負担の軽減による歳入の減額）

多子世帯の経済的負担を軽減するため、県補助対象外となる被扶養者では
ない子を含めて数えた第３子以降の給食費について、市独自で無償化を実施
・対象施設  市立小中学校
・対象人数等 111人 6,270千円

5
中学３年生の給食費の無償化
【市独自】
（保護者負担の軽減による歳入の減額）

重要な進路決定を控える中学３年生の保護者の経済的負担を軽減するた
め、給食費の無償化を実施
・対象施設  市立中学校
・対象人数等 272人 17,054千円

安
全
・
安
心
な
ま
ち

子
育
て
し
や
す
い
ま
ち

説 明
みらい
構想

番号 目的別 事　　業　　名　　称 区分 予 算 額
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（単位：千円）

説 明
みらい
構想

番号 目的別 事　　業　　名　　称 区分 予 算 額

6 民生費 子ども医療対策費 拡 138,052
子どもの医療費等の全部又は一部を給付（対象者：高校３年生まで）
［拡充］対象者を中学３年生までとしていたが、令和５年１０月診療分か
ら、高校３年生相当まで拡充

7 民生費 市立保育所ＩＣＴ化関係費 新 6,573
保護者の利便性の向上や迅速な対応につなげるため、入所児童の連絡帳、
保育日誌や登降園管理などをシステム化し、Ｗｅｂ上で保護者と共有

8 民生費 放課後児童クラブ保育料補助金 7,440
放課後児童クラブの利用にあたり、経済的負担を軽減するため、第３子以降
の放課後児童クラブ保育料を補助

9 民生費
児童育成支援施設整備補助金、児童育成
支援事業補助金

新 25,151
養育環境に課題を抱える児童の居場所を提供するための施設整備及び運営
に要する経費を補助
・社会福祉法人 天祐会

10 民生費 地域交流支援センター管理運営事業 拡 2,480
地域における出産、育児、子育て支援の相談を受け付けるとともに、子育て世
代だけではなく、多世代間で交流できる「カナリエ」の運営
［拡充］子どもの安全を確保するため、防犯カメラを設置

11 衛生費
子どもインフルエンザ予防接種費用助成
金

1,010
重要な進路決定を控える中学３年生及び高校３年生（同学年となる方を
含む）に対するインフルエンザ予防接種費用の助成

子
育
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（単位：千円）

説 明
みらい
構想

番号 目的別 事　　業　　名　　称 区分 予 算 額

12 教育費 社会科副読本動画制作委託料 新 1,500
社会科副読本に掲載するＱＲコードを読み取ることで視聴できる地域行事等
の動画を作成（令和８年度から使用） 【債務負担行為】

13 教育費 小学校ＬＥＤ照明借上料 新 2,056
脱炭素社会の推進及び電気料金等の削減を図るため、小学校の校舎・体育
館の照明のＬＥＤ化を実施 【債務負担行為】

14 教育費 小学校防犯カメラ設置工事 新 6,711
児童の安全確保の徹底を図るため、小学校に防犯カメラを３台ずつ設置（既
に設置済みの青堀小学校を除く）

15 教育費 青堀小学校校舎改築事業 拡 79,315

「富津市学校施設整備基本計画」に基づく青堀小学校校舎の改築
【継続費】
・基本・実施設計業務委託料
・地質調査業務委託料 等

16 教育費 中学校ＬＥＤ照明借上料 新 1,882
脱炭素社会の推進及び電気料金等の削減を図るため、中学校の校舎・体育
館等の照明のＬＥＤ化を実施 【債務負担行為】

17 教育費 中学校防犯カメラ設置工事 新 1,290 生徒の安全確保の徹底を図るため、大佐和中学校に防犯カメラを３台設置

18 教育費 大佐和中学校屋内運動場改築事業 拡 104,019

屋根の亀裂により使用を中止している大佐和中学校屋内運動場の改築
【継続費】
・実施設計業務委託料
・用地測量業務委託料
・屋内運動場改築工事監理業務委託料
・屋内運動場改築工事

19 教育費 学校給食共同調理場整備事業 拡 2,129,844

現在３箇所ある調理場を統合し、新たな共同調理場を建設 【継続費】
・共同調理場建設工事
・受配校配膳室建設工事
・備品購入費
・開場準備業務委託料
・共同調理場等解体工事設計業務委託料等
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20 総務費 チャレンジドオフィスふっつの設置 新 6,008

障がい者を会計年度任用職員として任用し、一般就労への支援を行うため、
「チャレンジドオフィスふっつ」を設置
・サポーター（健常者） １人
・スタッフ（障がい者） ２人

健
幸
に

暮
ら
せ
る

ま
ち

21 教育費 総合社会体育館ＬＥＤ照明改修工事 新 32,538
総合社会体育館メインアリーナの適切な照度を保つとともに、脱炭素社会を推
進するため、照明のＬＥＤ化を実施

22 農林水産業費 野生鳥獣肉放射性物質検査事業 新 3,109
千葉県の検査方針により、出荷されるイノシシ肉の安全・安心を確保するため
に検査等を実施 ※会計年度任用職員人件費を含む

23 農林水産業費 地域おこし協力隊関係費（水産業関係） 拡 36,198

本市への定住・定着を推進するとともに、後継者不足が進む漁業の担い手確
保や人材育成を行うため、地域おこし協力隊を設置
・会計年度任用職員人件費 ・地域おこし協力隊報償費
・地域おこし協力隊活動費補助金
［拡充］地域おこし協力隊：２人⇒７人

24 総務費 本庁舎ＬＥＤ照明借上料 新 4,621
脱炭素社会の実現に向けた取り組みを推進するとともに、電気料金や維持管
理費の削減を図るため、本庁舎や市民駐車場などの照明のＬＥＤ化を実施
【債務負担行為】

25 総務費
コミュニティセンター集会室ＬＥＤ照明
交換

新 682
脱炭素社会の実現に向けた取り組みを推進するとともに、電気料金や維持管
理費の削減を図るため、コミュニティセンター集会室の照明のＬＥＤ化を実施

26 総務費 第二種運転免許取得支援事業補助金 新 1,500
市内公共交通サービスの維持を目的として、公共交通事業者の人材確保や
人材育成を支援するため、従業員の二種免許取得費用を補助

27
証明書のコンビニ交付の推進
【市独自】
（手数料の減額に伴う歳入の減額）

新

マイナンバーカードを利用し、住民票の写しなどをコンビニで取得する場合の交付
手数料を１０円へ引き下げ
・期 間 令和６年６月～１１月
・手数料 ２００円⇒１０円
・取得可能な証明書
住民票の写し、印鑑登録証明書、課税・非課税証明書、所得証明書
［想定件数等］ 9,216件 2,183千円
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（単位：千円）
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28 衛生費
第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備
事業

拡 413,189

令和６年１月に着工し、令和９年４月に稼働予定の第２期君津地域広域
廃棄物処理施設整備事業 【債務負担行為】
・広域廃棄物処理事業室諸費用
・アドバイザリー業務委託
・施設整備事業実施に伴う㈱上総安房クリーンシステムへの負担金

29 農林水産業費 有害獣防護柵設置事業補助金 新 1,000
農作物の被害防止対策として、国の補助対象外となる農地への有害獣侵入
防護柵の設置に対し、市単独の補助を実施

30 農林水産業費 鳥獣被害防止総合対策交付金 拡 86,517

有害鳥獣による農作物への被害防止対策
［拡充］ＩＣＴを活用したサルの捕獲対策
 サル被害が深刻化している中、サルにＧＰＳ発信機を装着することにより、
群れの行動を把握し、被害を減少させるための効果的な捕獲を実施

31 土木費 法定外道路舗装工事 新 5,423
令和５年度に策定した「法定外道路舗装工事に関する基準」に基づき実施す
る舗装工事

32 総務費
デジタルサイネージ広告料、パンフレッ
ト配架手数料

拡 482
・市を紹介するデジタルサイネージ広告を常磐線の電車内で放映
・市の移住定住パンフレットをイオンモール大和（神奈川県）に設置
［拡充］市の移住定住パンフレットを東京都内の地下鉄駅構内に設置

33 総務費 若者定住促進事業補助金 新 6,000
若者の定住を促進するため、県外の大学や専門学校へ高速バスを利用して通
学する場合、高速バス定期料金を補助

34 民生費 結婚新生活支援事業補助金 拡 7,700

定住促進及び少子化対策の強化を図るため、新規に婚姻し、市内に居住す
る世帯に対し、婚姻に伴う住宅取得費用、住宅リフォーム費用、住宅賃借費
用及び引越費用に係る経費を補助
［拡充］年齢要件：婚姻日において夫婦ともに３９歳以下⇒４９歳以下

35 教育費 奨学金返還支援事業補助金 新 900
市内に事業所を有する中小企業等が、市内に住所を有する３０歳未満の新
規採用の従業員に対し、奨学金の返還支援を行う場合に、補助金を交付
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